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21世紀の開発途上国における環境ＮＧ０の

役割とその強化策＊

１．
はじめに
欧米諸国のみならず、わが国や開発途上国においても、一方で運輸・通信・情報技術の急速な発展、貿易・為替・投資の自由化、規制緩和・撤廃は国境を超えた企業の経済活動を一層拡大し、巨大な多国籍企業を生み出し、その経済・金融・技術面での絶大な影響力はその本籍地の都市・国民経済は勿論のこと、世界経済全般を左右するほどに至っている。他方では諸国民経済の発展、生活・教育水準の向上、マスコミの進展、特にインターネットの普及により、国内外での国政・地方レベルにおける市民の政治参加、民主化要求のうねりの下で市民社会の形成が一層速い速度で進展し、開発・教育・保健・福祉・環境・人権等の市民・ＮＧＯ活動が一層顕著となり、国際的に活躍する多くのＮＧＯを生み出してきた。この両者の発展、相互対応の中で、地域・地球環境保全を含めて企業の社会的責任が大きく問われるようになって来たと同時に、市民・ＮＧＯ活動も現場中心、地域中心のみにとどまらず、地方自治体、中央政府、国際社会に対する政策提言へという広がりを強く期待されるようになってきた。このような両極の変化の中で、政府や地方自治体も、その政策決定・実施・評価プロセスに、学識経験者、産業界、言論界、労働組合代表者のみならず、一般市民ないし市民運動の代表としてのＮＧＯの参加を求めざるを得なくなった。

このような企業の経済活動と市民運動の広がりの中で、わが国の各地方における環境ＮＧＯ・市民団体も、先日国連大學で開催された環境政策提言フォーラムにおける多くの環境政策提言応募内容からも自明のように、各地方で最も関心ある環境問題に付いて「Ｔｈｉｎｋ　Ｇｌｏｂａｌｌｙ，Ａｃｔ　Ｌｏｃａｌｌｙ」を実践し、当該地域の市民意識に根付いた、市民の、市民による、市民の為の活動を展開し、市民の大きな支持を得る程に発展してきた。同時にこれらの環境ＮＧＯ・市民団体の一部は、地球的市民団体として、国内外の環境ＮＧＯ・市民団体との交流活動を益々深化・多様化させており、近年単なる経験交流からその幅広いネットワークを基礎に国内外の環境保全政策の立案に向けた共同・協力活動へと進展させている。勿論開発途上国の各地方に展開している何千何万という環境ＮＧＯの大半は、一方で当該地域の河川、里山、鳥動植物、海辺という自然保護活動、あるいは家庭ゴミ、産業廃棄物、有害化学物質の処理という地域社会保護活動に専念しており、それ自身地域の環境保全、環境教育の一層の広がりに貢献している住民の，住民による，住民の為の大切な市民運動であるが、他方では地域住民の利害だけにとらわれない形で地方・全国乃至國際レベルで環境政策を提言する市民団体が、多くの途上国でも誕生してきたことは大変心強いことである。２１世紀においては、ここにお集まりのNEVNETの皆様や各国政府・國際機関のご支援、ご協力を得て、開発途上国のＮＧＯがそれぞれ当該地域の環境保全活動に根を下ろした環境政策提言・協力活動を今後も強化していくと共に、全世界の諸都市・地域へ一層伝播し、地方都市・地域、途上国全体、国際社会の持続可能な発展・活性化にも大いに貢献する様になっていくことを期待している。

さらに国際社会に目を移すと、第２次世界大戦後の先進国、途上国における高等教育の大衆化・国際化や１９９０年以降の情報技術・インターネットの普及に見られる国内外におけるネットワーク社会の実現は、地球環境の一層の悪化と深刻化及びその認識の深化とあいまって、各地域・国内の企業活動の環境との両立化への社会的圧力はもちろんのこと、個人、ＮＧＯ、市民団体や地方都市の環境保全ネットワーク活動を促進し、今や各国政府もその環境外交、環境国際協定・条約交渉過程においてこれらの行動主体の言動を無視できない状況に至っている。ブラジルのリオ・デ・ジャネイロにおける１９９２年の環境サミットは勿論のこと、「こどもサミット」を初めとする１９９０年代の国際連合によるすべての世界首脳会合の議論と採択された世界宣言・行動計画には、国内外のＮＧＯ、市民団体の貢献を称え、さらに今後のより大きな貢献に対する期待が厳然と刻まれている。さらに、近年では国際通貨基金・世界銀行合同、アジア開発銀行、米州開発銀行、世界貿易機構等各種國際機関の年次総会の開催時に見るように、世界の諸々のＮＧＯがそのネットワークを利用して、グローバリゼーションがもたらしている諸々の「負の配当・課題」について、世界の人々、特にマスメデイアに直訴しており、今やこれらの会議でもＮＧＯ参加無しでは混乱が見られ、円滑な運営に支障を来たしている程である。この点で最も印象的であったのは、昨年9月北九州市で開催された第4回アジア太平洋環境大臣会議では、そこに集まった環境・人権・ジェンダーＮＧＯ会合等の決議が、その議長をお務めになった当時環境庁長官で現在外務大臣の川口さんのリーダーシップの下で、次々と政府間大臣本会議の決議に反映・採択されていったことである。

２．
開発途上国における環境ＮＧＯ活動とわが国の支援
１）
開発途上国における環境ＮＧＯ活動

開発途上国における環境ＮＧＯの活動は、１９７０年代の消費者運動に端を発し

ているが、やがて１９８０年代後半から９０年代へかけての特定地域の産業公害に端を発した反公害運動へと広がっていった。公害患者は一部マスコミと國際社会の支持を得て、公害補償を求めて立ちあがったが、同時に中央政府、地方自治体に対して公害規制政策・条例導入を迫った。

しかし、政治的独立以来の中央集権制度と官主導の立法行政制度に慣れきった途

上国においては、公害患者が個々乃至集団で環境政策の転換を政府に迫りこそすれ、自分達でその具体的な環境政策のあり方、規制法案の文面を提案する技術的・法制的能力も無ければ、そのような活動に不可欠な資金を調達する能力にも欠けていたといわざるを得ない。また、このような公害患者を支援する団体も無ければ、政党も無く、マスコミでさえ一般的には無関心であり、僅かに國際環境ＮＧＯを通じた國際社会の声・圧力だけが頼りであった。さらに、議会民主主義が定着していない途上国では、国民の声に耳を傾けるべき国会議員も、地方議会議員も、お役所主導の法案提出・審議に甘え、自分達で法案を提出すると言う憲法で認められた議員立法権を殆ど行使してこなかった。それに必要な技術的・法制的・資金的能力も無しと言う「お寒い立法府」に甘んじてきたと言って過言ではない。行政府が先に出来、立法府が後に行政府によって創設されたと言う独立期時代の「歪な関係」の名残であろう。僅かに公害患者の法的訴えに関与してきた現地弁護士団と公害の分析に関与した現地学者集団が、その能力を持ち合わせたが故に、國際環境ＮＧＯ支援の下で途上国の環境政策提言型ＮＧＯのはしりとなったといってよいであろう。労働者・組合員の為に社会的公正、平等等を訴えてきた労働組合も、公害発生企業に対して公害患者と共に強く企業経営者の経営方針転換や補償を訴えることはなかったし、ましてや中央政府や地方自治体の環境政策のあり方や環境立法・環境教育に深入りすることは殆どなかった。また公害発生地域の一般住民も特定企業への生活権依存と言う観点から、真正面から公害患者の対政府への訴えを支持したり、環境政策のあり方を地方自治体へ進言するということもなかった。

しかし１９８０年代後半になると、開発途上国各地で住民や一般国民の支持に支

えられた環境ＮＧＯが誕生した。これらの環境ＮＧＯは、各地で地域の河川、鳥類、動植物の保護を訴え活動してきたが、１９９０年代に入ると国際社会で活躍する国際自然環境保護ＮＧＯが途上国でも活動をはじめ、現地環境ＮＧＯと共に、その環境保全活動を広げていった。これらの自然環境保全活動の国内的深化、国際的広がりの中で、途上国の環境ＮＧＯも漸く政策提案型ＮＧＯへと変化していったといって良いであろう。しかし、これも自然環境保護団体に限定されたことであり、地球環境や都市環境の分野で環境保全活動が活発となっていったのは、一部の地域社会や一部の環境ＮＧＯを除き１９９０年代を待たねば成らなかった。それは、まさに地球環境や都市環境の一層の悪化と、１９９２年の地球サミットに見たように、国際社会全体と各国・各地域の住民の環境保全に対する認識の深化によるところが大きい。またこれら地球環境・都市環境保全ＮＧＯ活動では、特定地域や現場での環境保全が、地方自治体や中央政府の環境政策と密接に関わっているために、最初から環境政策のあり方や環境立法・行政上の改善・改革を求めるという市民運動へつながっている点である。さらに、途上国におけるこれらの環境保全活動では、現地環境ＮＧＯも国際的なネットワークが早くからできており、国際的な連携が取られていることは注記すべきである。

地球環境保全や都市環境保全では、住民・国民や他の国の利害と他の主体の利害

が短期的・個別的には必ずしも一致しない事が多いために、さらに問題の性格から科学的知見が不可欠となるがゆえに、国内外の環境ＮＧＯの自立性、専門性が求められており、学者や研究者が参加する事が不可欠と成る。しかしこのような環境ＮＧＯの場合、途上国では資金的能力は弱く、また社会的評価も低く、欧米のように大学、研究所、公的機関と競争して高度な専門性を持った研究者を市場賃金で雇用することは不可能である。そこで、どうしてもボランテイア的に学者や研究者の協力をお願いせざるを得ない。途上国政府は、中央でも地方でも、審議会という形でかかる学者・研究者の参加を得ているが、環境政策提言型ＮＧＯの場合は同様な支援・協力を受けることは容易でない。その結果、かかる環境ＮＧＯの政策提言はその専門性が疑われることになる。勿論一部途上国では一部民間企業を母体とした専門研究者を有する研究機関は多々あるが、多くの場合政府の政策に対する自立性に欠ける点が指摘されている。かくして途上国の環境ＮＧＯの政策提言能力は一般的に低くなる。この問題の解決は、一方で開発途上国の国民や企業経営者の意識が変化して、環境ＮＧＯをはじめ、あらゆる社会的貢献を目的とするＮＧＯへ資金や労力を提供する精神的・資金的余裕を持つようになり、企業が環境ＮＧＯと共同して地球環境問題や都市環境問題へ真正面から取り組むよう社会的責任を確固として持つことが必要であり、他方では国や地方における税制上・行政上のＮＧＯの強化・支援環境を整備することが不可欠となる。しかし、地球環境の悪化は、途上国におけるこのような国民一般の意識、企業行動、地方自治体、政府の政策等の変化・転換を待っていることは出来ないので、勢い地球環境保全意識に若干早く目覚めた先進国の政府、地方自治体、産業界、環境ＮＧＯが途上国支援を始めざるを得ず、それが又先進国の国民、産業界、政府にとっても諸々の観点から好ましいと認識されていることは喜ばしい。

2） 開発途上国の環境ＮＧＯに対するわが国の支援

開発途上国の環境ＮＧＯに対するわが国の支援は、政府開発援助乃至政府資金に

よる政府機関を通じた支援と民間団体による支援がある。前者には、日本の「ＮＧＯ事業補助金制度」、「草の根無償資金協力」、さらに「國際ボランテイア貯金」、「開発福祉支援事業」、「開発パートナー事業」、「小規模委託事業」、「地球環境基金」等による支援がある。「ＮＧＯ事業補助金制度」による支援は、日本のＮＧＯの開発途上国における環境協力を含めた開発協力活動事業費の一部（１件当たり総事業費の５０％以下、かつ交付金上限額１０００万円以下）を支援するものであるが、その有効性を認識した日本政府は１９８９年度（１億１２百万円）の創設以来以降１９９７年度（１２億円）まで毎年その資金額を増額してきた。しかし政府開発援助総額が伸び悩む中で「ＮＧＯ事業補助金制度」予算規模が１９９８年度から毎年減額しているのが残念である。１９９９年度には、教育、保健･医療、女性の自立支援等の目的をもって41カ国で活躍する日本のＮＧＯ９２団体に対して総額７億２７百万円に達する１５４事業を支援した。「草の根無償資金協力」は１９８９年度の創設以来毎年増額しているが、この支援は途上国のＮＧＯ、教育・医療機関、地方自治体を対象とした草の根レベルの開発協力活動を支援してきた。1件当たり１０００万円以下という比較的小規模の開発協力事業支援であるが、１９９９年度には、７０億円規模に達し、支援件数は１２８０件にのぼった。また日本のＮＧＯが関与した６５事業に対しても総額４億２５百万円の支援がなされた。

さらに、「國際ボランテイア貯金」による途上国支援は、郵便貯金の利息の２０％ないし１００％寄付を利用して、途上国の住民福祉の向上を目的とした日本のＮＧＯ活動に対するもので、１９９９年度には総額６億５０百万円に達している。國際協力事業団による「開発福祉支援事業」、「開発パートナー事業」、「小規模委託事業」はそれぞれ１９９７年度、１９９９年度、２０００年度に創設されたものであるが、前者は現地ＮＧＯや地域機関の協力を得て、住民参加による福祉向上事業に対する支援であり、後者２つの事業は日本のＮＧＯや大學、地方自治体へ委託して、途上国へのわが国の開発協力活動を実施してもらう制度である。１９９３年度開始した環境事業団の「地球環境基金」による支援は、国内外のＮＧＯを含めた民間団体による支援を環境案件に絞った唯一の公的支援団体であり、この支援額も毎年増額しており、初年度の海外支援案件５５件、助成金額２億６９百万円から２００１年度のそれぞれ９９件、４億２百万円となっている。

しかし、これらの開発途上国におけるＮＧＯ活動支援は、すべてＮＧＯ事業活動に対する支援であって、ＮＧＯ本体の強化のための支援ではないと言う特徴を持っている。その結果、自己資金をあまり持たない途上国のＮＧＯは、当然ながら日本政府によるこれらの支援活動の対象とはなっていない。なお、日本の政府開発援助総額に占める環境関連案件の割合は、２０００年度末には４５％に達成せんとしたが、国内外のＮＧＯによる開発途上国の環境保全活動へのわが国の支援は政府開発援助総額の０．５％にも達せず、誠に僅少である。

開発途上国の環境保全活動に対するわが国の支援は現在大別して、環境保全の為の実践活動への支援、普及・啓発活動への支援、調査研究活動への支援、政策提言活動への支援から構成されている。例えば、わが国環境事業団地球環境基金の平成1３年度助成案件では、総数２２７件「要請金額１，２３２百万円、助成金額７５９百万円」の内、国内民間団体による開発途上地域の環境保全活動への支援は７８件（それぞれ５３５百万円、３３０百万円）、海外民間団体による開発途上地域の環境保全活動への支援は２１件（１１８百万円、７２百万円）、残りは国内民間団体による国内環境保全活動実践活動への支援は１２８件（５７９百万円、３５７百万円）である。国内外民間団体の開発途上地域への支援の内、実践活動支援は３０件（国内民間団体２１件、海外民間団体９件）、普及・啓発活動は４４件（３３件、１１件）であり、調査研究活動は１２件（１１件、１件）、政策提言は１３件（１３件、０件）となっている。かくして途上国民間団体に対する支援活動では、その大半（７４件、７４．７％）が地球環境保全実践活動と普及・啓発活動である。

国内外民間団体による開発途上地域における環境保全活動を分野別に見ると総数

９９件の内、環境教育案件が１６件（１７％）、自然保護が１５件（１５％）が最も多く、森林保全・緑化が１３件（１３％）、大気・水環境保全が１２件（１２％）とそれに続き、環境保全型農業が８件（８％）、砂漠化防止が７件（７％）、循環型社会形成が同じく７件（７％）、地球温暖化防止が６件（６％）、地球環境管理が４件（４％）、日中韓3国間環境協力が同じく４件（４％）で比較的少なく、環境保全活動情報基盤整備案件はたった１件（１％）に過ぎず、その他の多角分野案件が６件（６％）となっている。開発途上地域に対する支援の分野別配分は、国内の環境保全活動支援分野とかなり異なっている。国内支援案件では、リサイクル・廃棄物処理を含めた循環型社会形成が圧倒的に多く、総数１２８件の内５５件（４３％）を単独で占めており、さらに環境保全活動情報基盤整備案件が１１件（９％）と突出している。その他は海外案件の配分とほぼ同様である。地球環境基金の海外環境ＮＧＯ支援活動に対する助成配分とほぼ同様の事実が、イオン環境財団等、他の民間財団の場合にも見られる。

3． 開発途上国の環境ＮＧＯに対する国際的支援、日本の支援の問題点と若干の提言

開発途上国における環境ＮＧＯに対するわが国の政府開発援助、民間部門支援は

共に、資金的支援、技術的支援、資金・技術的支援という形での共同環境保全プロジェクトの形成・実施・モニタリング・評価、国内外環境ＮＧＯとの連携支援、自国・途上国の政府・地方自治体との連携支援、国際機関との連携支援等の形態を取っているが、これら国際的支援の主要な問題点は、第一に支援国・団体における途上国ＮＧＯ判別能力の欠如があり、第二に途上国の開発一般に対するOwnershipの欠如にみるように、途上国環境ＮＧＯの国際的支援への過多な依存の許容、第三に途上国政府の理解・協力不足ないし抵抗・反対があり、第四には支援国・団体間の競争と調整の困難という課題があり、第五に途上国ＮＧＯ間の競争と調整の困難という一層大きな課題が山積しており、最後に現行の事業支援体制だけでは環境ＮＧＯの体質改善、本体強化は至極困難である。


これらの問題点に対処し、開発途上国における環境ＮＧＯの体質強化を計る為には、先ず途上国政府自身が自国の国内・地球環境保全の為の法整備、制度的改善、人的資源の開発、特に環境保全に不可欠な法律・行政・経済・経営・科学・技術等の専門家の養成、環境保全技術の導入・開発、国政・地方レベルでの政策決定・実施・評価活動への住民・国民・ＮＧＯ、学識経験者、産業界・労働界代表の参加等を加速させなければならない。特に、ＮＧＯは最早政府に敵対するものではなく、環境保全政策の立案・遂行における主要かつ不可欠な利害関係者として、開発途上国の政治・経済・社会における正当な地位を付与されなければならない。更に、先進国政府は、自国の国民一般に対する環境教育を推進し、国民が地球環境保全の重要性を共有し、環境國際協力戦略の立案と効率的な実行、環境保全技術の開発・移転、國際環境保全の為の國際協定・条約の締結・履行に積極的に関与・協力するよう国内法整備、国内行政制度の確立、環境保全人材の育成を急がなければならない。その一環として、国内・地球環境保全の主要なstakeholderとしての環境ＮＧＯとの協力関係を、産業界、地方自治体、國際機関等との関係と共に強化することが求められている。

更に、これらの問題点に付け加えて、開発途上国の環境ＮＧＯに対する日本の支援の問題点としては、第一に他の主要援助国（米国の４３．５％、ドイツの２０．０％、英国の１４．１％、オランダ８．９％）に対比して、政府開発援助総額に占めるＮＧＯ支援額（２億６１百万ドル、１．７％）が極端に低いことである。これは、一方では日本の税制上の不備を含めた政府支援体制の不備による所が大きいが、それにもまして他方では、日本のＮＧＯ、特に環境ＮＧＯ自身の弱体に起因していることは疑いの無い事実である。即ち、日本の環境ＮＧＯの技術的・専門的能力、コミュニケーション能力、政策提言能力が相変わらず欧米先進国に比して不足しているのみならず、事業管理能力も不足しており、資金能力・募金能力も不足している。このような日本環境ＮＧＯの弱体は、日本社会では環境分野に限らず、あらゆるＮＧＯが相対的に低い社会的認知しか与えられていないこといよるものであり、その背後には日本のＮＧＯ活動そのものの経験が浅く、社会一般に認められるような素晴らしい活動を最近まではしてこなかったということがある。

このような状況下では、日本の環境ＮＧＯが、自国の産業界、学界、地方自治体、政府と共に、あるいは欧米先進諸国の國際環境ＮＧＯと共にあるいは國際機関と協力して、対途上国環境ＮＧＯ支援を推進することが望ましい。所謂国内外でのパートナーシップの強化である。更に、途上国の環境問題の解決に果たす環境ＮＧＯの戦略的重要性に鑑み、日本国内の環境ＮＧＯは勿論のこと、他の國際協力ＮＧＯもその事業展開において環境配慮を一段と深めるために、その体質強化の為の税制上の優遇措置を含めた直接・間接的支援策を改善・強化することが急務である。21世紀世界における貧困解消、地球環境保全の重要性に鑑み、日本の今後の政府開発援助計画を重点化して、民主的統治、基礎教育、感染症対策を含む基礎保健、紛争予防、国内・地球環境保全、難民救済という７項目へ集約化していくことが不可欠であり、その上で住民・国民、各種ＮＧＯの国政･地方レベルでの政策決定・実行・評価活動への参加を促し、担保していくことが急務であろう。
第二に、前述した様に、開発途上国の環境ＮＧＯに対する日本の支援は、前者･後者の事業活動に対してのみであり、環境ＮＧＯ本体に対する支援ではないがために、なかなか環境ＮＧＯの体質強化に繋がらない。そのために、日本の環境ＮＧＯが、途上国の環境ＮＧＯにかわって地球環境保全活動を運営することになってしまい、何時までも現地の環境ＮＧＯが育たないという結果をもたらしている。さらにこのような支援の仕方では、途上国環境ＮＧＯのownership、所謂自助努力、自立心が消失してしまう。途上国の環境ＮＧＯに対する支援でも、「魚を提供するのではなく、魚のとり方を教える」、「途上国の自助努力・自立を支援する」という技術強力の本来の目的を再認識することが必要である。このことの重要性を理解すれば、開発途上国の環境ＮＧＯに対する事業支援のみならず、その体質強化に対する支援こそが重要なことであることがわかるであろう。そのためには、開発途上国の環境ＮＧＯの人づくり、制度づくり、組織強化に対する技術協力を一層強化することが急務であろう。

――――――――――――――――――――

＊　本稿は２００１年１０月１２－１４日東京プリンスホテルで開催されたGEA地球環境警鐘会議での小生の報告に基づいたものである。
